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市で車両を用意
し、地区へ貸出

地区内の元気な高齢者が
バスが行き届かない集落を
回り、公民館等まで運送

公民館等でバスを待つ

バス待ち施設が利用で
きない場合は、バスが
来るまで車両内で待機

バスに乗り継ぎ、
市街地へ

 

６－６ 市民とつくりあげる公共交通事業 

地域の公共交通について、地域自ら検討、運営、維持していくための組織づくりに取り組みま

す。また、市内の病院・買物施設等において、公共交通を利用して来訪するためのサービス展開

を検討します。 

 

(1) 地域主体の公共交通体制の構築 

  ■目的・概要 

   ・市民バスで市内全域をカバーし、点在する集落を巡回することは運転手の確保や費用の面 

から見ても現実的ではないことから、地域主体の新たな公共交通の導入が必要です。 

・例えば、市で用意した車両を地域に提供し、地域内の元気な高齢者が公民館等のバス路線

沿線に立地した施設を拠点にバス路線が行き届かない交通空白地域を巡回し、拠点施設ま

で運送する等の地域主体の公共交通体制の構築をします。 

   ・バス待ちが苦にならないよう、公民館等でのイベント・集会の開催機会を増やし、地域で 

盛り上げていく取組みも併せて行います。 

   ・地域主体の地域内交通の導入を想定する地域…越河、斎川、白川、福岡、小原等。 

   

■事業期間 

前期 後期 

  

H29 H30 H31 H32 H33 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲地域主体の公共交通の運行イメージ

検討･協議 

実施 

継続的に検討を進め、調整が

できた時点で実施 

実証 
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(2) 市民のお出かけ意欲創出 

 

■目的・概要 

   ・市民の様々な活動や交流を促進し、自ら活動したい・外出したいと思う憩いの場を創出し 

ます。 

   ・また、それらの場所・施設において、イベントを行ったり、楽しみながらバス待ちができ 

る環境整備を行います。 

  

  ■事業期間 

前期 後期 

H29 H30 H31 H32 H33 

     

 

■参考事例【熊本県：地域の縁がわづくり】 

 ・熊本県では、「地域の縁がわ」として、地域住民が集まり、活動する場所を提供している。

検討･協議 

実施 

継続的に検討を進め、調整が

できた時点で実施 

実証 
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■参考事例【三重県松阪市 柚原町自治会・ささゆり会:自治会を核とした地域生活環境の維持】 

・柚原町自治会・ささゆり会がある、柚原（ゆのはら）町は、松阪市街から車で約 30 分の山

里にあり、2014 年 4 月現在、47 世帯、82 人の集落である。 

・1988 年に、過疎化によって路線バスが廃止されようとする中、市街地からバスで来てもら

うことでバスの利用率を上げ、何とかバスを存続させようと、地元婦人会がとれたての野

菜を朝販売する「早起き市」を開いたのがきっかけで、本格的に地域活性化への取組が始

まった。その後、地区の婦人らが集まり「ささゆり会」を結成し、特産品の開発や市内の

店舗への農産物の販売などの活動を開始した。 

・買物難民を救うべく、同年 7 月には住民が 1 万円ずつ出し合って郵便局に隣接する旧 JA

店舗の建物で「コミュニティーうきさと みんなの店」の運営にも着手した。地域住民が

必要とする食料品・衣料品とともに、農機具や農作物の種などの農業用用品も多く取り揃

えるとともに、観光客も立ち寄ることから、地区のマップや見どころの解説資料も数多く

掲示した。また、レジ前には机といすが置かれ、冬には薪ストーブも活躍し、客同士、客

と店員のコミュニケーションの場としても重要な役割を果たしている。 

・現在、柚原町の中心部には、住民の日常的な拠点としての「松阪柚原簡易郵便局」と「コ

ミュニティーうきさと みんなの店」、町外からの住民との交流拠点としての「お休み処 

うきさとむら」が集積し、バス停も設置されていることから“小さな拠点”が形成されて

いる。 
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(3) 市内の通院・買物施設との連携によるサービス展開 

  ①施設への乗り入れやバス停の設置 

■目的・概要 

・買物をする高齢者や女性にとって、重い荷物を持ってバス停まで歩くことは、相当な障害

となるため、できるだけ買物施設に近い位置で乗降できるように、買物施設と協議し、施

設への乗り入れやバス停の設置を検討します。 

 

  ■事業期間 

前期 後期 

H29 H30 H31 H32 H33 

     

 

 

  ②通院・買物施設とタイアップした割引券の導入 

■目的・概要 

・施設と市民バスがタイアップして割引券等を発行することにより、利用が促進され、施設

側にとっては、市民バスが患者や買物客を連れてくるメリット、バスの運行主体側にとっ

ては、買物客に多く利用しもらうメリットが得られる双方 win-win の事業を実施します。 

 

 

  ■事業期間 

前期 後期 

H29 H30 H31 H32 H33 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲割引券の導入事例 資料：国土交通省

検討･協議 

実施 

継続的に検討を進め、調整が

できた時点で実施 

実証 

検討･協議 

実施 

継続的に検討を進め、調整が

できた時点で実施 

実証 


